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大学における教員養成のあり方
ー教養審答申をうけて一
1 北早目忠
昨年末、 「新たな時代に向けた教員養成の改
善方策について」（奥田幹生文部大臣諮問）に対
する教育職員養成審議会（以下教養審と略称す
る。）の答申、 「養成と採用・研修との連携の円
滑化について」が出された。同諮問に対しては、
これで合計3次にわたる答申がなされ、 「一連
の答申の結ぴ」に至った。
さきに教養審第1次答申については解説を加
えたので(1)、ここでは、あらためて3次の答申
をまとめて、どのような理想の教員像が描かれ、
また大学・大学院での教員養成カリキュラム像、
採用・研修システム像が描かれているか、まと
めてみたい。そして、それら提案はどのように
評価され、また問題があるか、順に論じてみた
い。
まず、ここ10年内外の動向を年表風に整理し
ておけば次のようである。 （→は、ここでの略
称を示す。）
87.12教養審「教員の資質能力の向上方策等に
ついて」（→教養審答申87)
88. 5教育公務員特例法一部改正（→特例法一
部改正）
12教育職員免許法一部改正（→教免法一部
改正）
89. 3 文部省告示（現行、小・中・高等学校
学習指導要領→学習指導要領89)
96. 7文部大臣諮問「新たな時代に向けた教員
養成の改善方策について」（教養審）
96. 7中教審「21世紀を展望した我が国の教育
の在り方について」（→中教審答申 1)
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97. 6 中教審「21世紀を展望した我が国の教育
の在り方について」（→中教審答申 2)
97. 7教養審「新たな時代に向けた教員養成の
改善方策について」（→教養審答申 1)
98. 6 改正教育職員免許法（教職科目の増加→
改正教免法）
98. 9 中教審「今後の地方教育行政の在り方に
ついて」（→中教審答申98)
98.10教養審「修士課程を積極的に活用した教
員養成の在り方について」（→教養審答申
2) 
98.12文部省告示（新、小・中・高等学校学習
指導要領→学習指導要領98)
99.12教養審「養成と採用・研修との連携の円
滑化について」（→教養審答申 3)
いうまでもなく、臨教審以降今日に至る教育
改革の一端につらなる動きである。
教養審答申87をうけて、すでに研修段階での
特例法一部改正、養成段階での教免法一部改正
が実施された。前者で問題になったのは研修の
重視、ことに初任者研修の義務化（新任教員の
校内研修週2日、校外研修週 1日）であり、後
者で問題になったのは、何といっても大学院修
士課程修了程度の専修免許状が新設されたこと
（専修、一種、二種）と、免許状取得に必要な
単位数の大幅引き上げ（小学校一種48→59、中
学校一種54→59)であった。
これと平行して、学習指導要領89も告示され、
知識伝達型の教育から、 「自ら考え、自ら学ぶ
教育」への転換が唱えられ、 「心豊かな人間の
育成」「自己教育力の育成」「基礎・基本の重視と
個性教育」「文化と伝統と国際理解教育」などが
強調された。
その後、学校週5日制を前提とする21世紀初
頭への教育改革提案、中教審答申 1(「ゆとり」
と「生きる力」をはぐくむことを基本とする教
育、学校・家庭・地域社会の連携、 「国際化、
情報化、科学技術の発展等社会の変化に対応す
る教育」など）、中教審答申 2 (大学・高等学校
の入学者選抜の改善、中高一貫教育など複線化、
選択の幅を増やす規制緩和、教育上の例外措置
など）、中教審答申98(地方分権の推進と国・都
道府県の権限縮小、地方教育委員会の在り方の
見直し、学校の自主性・ 自立性の確保と権限の
委譲、地域の教育機能の育成など）が、あいつ
いで出された。
学習指導要領98では、教育内容の厳選・授業
時間数の削減、 「総合学習の時間」の創出など
学校が独自に展開できる横断的・総合的学習の
保障、選択学習の幅を拡大するなど、 2002年か
ら実施の教育課程の基準が明示された。 (2)(3)
これらは、基本的には80年代後半の一連の教
育改革の動向を引き継いだものといえるが、い
ずれも学校や教員の自立的な活動に依拠すると
いう文言を含んでいて、教員・教員養成のあり
方、教員の採用・現職研修のあり方の重要性と
問題のありかを改めて浮き出させるものであっ
た。
改正教免法、教養審の3次にわたる答申の背
景は、およそ以上のようであった。以下、答申
の主要な内容を簡単に説明したい。
2 答申の骨格
(1)理想の教師像
教養審3答申において、教員に求められてい
る資質．能力は、 「専門的職業である『教職』
に対する愛着、誇り、一体感に支えられた知識、
技能の総体」（教養審答申 3)(4)だとされている。
このことは、教養審答申87では「学校教育の直
接の担い手である教員の活動は、人間の心身の
発達にかかわるものであり、幼児・児童• 生徒
の人格形成に大きな影響を及ぼすものである。
このような専門職としての教員の職責にかんが
み、教員については、教育者としての使命感、
人間の成長• 発達についての深い理解、幼児・
児童• 生徒に対する教育的愛情、教科等に関す
る専門的知識、広く豊かな教養、そしてこれら
を基盤とした実践的指導力が必要である。」(5)と
述べられていた。
加えて、今日的な課題に応えるため、特に教
員には次のような資質能力が求められるとされ
ている。すなわち、 「地球的視野に立って行動
するための資質能力」（地球・国家・人間に関す
る適切な理解、人間尊重・人権尊重などの精神、
国際社会で必要とされる態度など）、および「変
化の時代を生きる資質能力」（創造カ・応用力、
思考力、自己教育力など課題解決能力、コミュ
ニケーション・ネットワーキングなど人間関係
処理能力、メデイアリテラシー、コンピュータ
ー活用能力、外国語コミュニケーション能力な
ど）、および「教員の職務から必然的に求められ
る資質能力」（子供に対する責任感、子供の個性
や課題解決能力を生かす能力、困難な事態にう
まく対処できる能力など）（教養審答申 l、3な
ど） (6)である。
もちろん教員一人一人は万能ではない。 「学
校では、多様な資質能力を持つ個性豊かな人材
によって構成される教員集団が連携・協働する
ことにより、学校という組織全体として充実し
た教育活動を展開すべきもの」（教養審答申 1)
であるから、教員には、 「得意分野」と個性が
期待されるという。得意分野をもった個性豊か
な教員の協働こそが、学校に活力をもたらし、
教育力を高める。
このような資質能力は「決して固定的なもの
ではなく、経験を積むことにより変化し、成長
が可能なものであり、それぞれの職能、専門分
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野、能カ・適性、興味• 関心等に応じ、生涯に
わたりその向上が図られる」（教養審答申 3)。そ
れゆえ今後は「画ー的な教員像を求めることは
避け、生涯にわたり資質能力の向上を図るとい
う前提に立って、全教員に共通に求められる基
礎的・基本的な資質能力を確保するとともに、
更に積極的に各人の得意分野づくりや個性の伸
張を図ることが必要である」（教養審答申 3) と
される。
(2)大学・大学院のカリキュラム像
大学・大学院における教員養成カリキュラム
に関しては、 「養成段階」および「現職研修段
階」の2段階で考えられている。求められる教
師像は、当然同一であるが、 3答申では「教職
に必要な知識及び技能の形成」「教科等に関する
専門知識及び技能の形成」とならんで、 「教職
への意欲や一体感の形成」が強調された。
教員養成カリキュラム改革として、教養審は
「教職への志向と一体感の形成に関する科目」
をあらたに設け、また「教科に関する科目」に
比べ、 「教職に関する科目」の比重を重くし、
大学・学生の創意工夫を促すため、 「教科又は
教職に関する科目」を創り出すことを提案した。
そのほか、今日的課題に対応するため、 「生徒
指導、教育相談及び進路指導に関する科目」を
充実し、そのなかにカウンセリングを含め、さ
らに外国語コミュニケーション、 「情報機器の
操作」に関する単位履修を義務づけ、デイスカ
ッションや実地調査などによる総合演習、教育
実習の最低履修単位を増加すること、各大学と
実習協力校などとの連携によって、学生と子供
のふれあいや体験の機会をつくりだすこと、な
ども提案した。 （教養審答申 1)
周知のように、これを受けて、改正教免法で
は科目群などの大幅な変更がおこなわれた。
さらに、大学院レベルでの教員養成について
は次のようであった。
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88年の教免法一部改正では、あたらしく大学
院修士課程修了レベルの「専修免許状」を、一
種、二種免許状の上につくりだした。教員養成
カリキュラムの主力はむしろ大学院レベルに想
定されていると考えることもできよう。
「現行の養成制度を前提に修士課程における
養成をより拡充すること」、あるいは「学部・修
士課程6年間一貫により教員養成を行うこと」
などが、文部大臣諮問につき教育助成局長によ
る補足説明のなかに明確に述べられている。（教
養審答申 2)「学部レベルの教員養成教育におい
てはいわば基礎・基本ともいうべき内容を習得
し」（同前）、あるいは「学部等において修得した
教員に求められる最小限必要な資質能力」（同
前）、などと表現されるように、大学卒業は十分
条件ではなく、むしろ最低条件と認識されてい
ることが注目される。
ただ、大学院における教員養成の必要は、教
員養成カリキュラムの面ではほとんど問題にな
っていない。むしろ大学院における教員養成の
眼目は、 「養成段階」でのカリキュラム改革で
はなく、 「現職研修段階」のカリキュラムの創
出が問題である。大学院は「現役学生が学部か
ら引き続き修士課程に進学する場合よりも、現
職教員が自らの教職経験を通じて形成した問題
意識を持って修士課程で学修する場合の方がよ
り大きな効果が期待できることから、現職教員
の意欲や主体性を重視した修士レベルの多様な
再教育の機会を充実することが基本的に重要で
ある」（教養審答申 2) との認識が示されている。
今回の提案では、現職教員の資格の「上進」(1
0年後に、 40歳未満の現職教員の15-25%、20
年後は30-50%が専修免許状を取得すると想定
する。）のための大学院の改革は、むしろカリキ
ュラム内容より、修士課程の修業年限の弾力化、
夜間大学院、通信制大学院、集中講義、修士論
文に変わる特定課題研究の創出など、カリキュ
ラム制度の改革に集中している。
(3)採用・研修システム像
教員の採用・選考のあり方に関しては、 「得
意分野を持つ個性豊かな多様な教員を採用し、
教員の多様な人材構成を図るため、採用選考を
多面化し、例えば、大学の新規学卒者及び大学
院修了者、教職経験を有する者、民間企業等で
の勤務経験を有する者等について、それぞれに
応じた採用選考の方法及び評価基準を設定する
こと」（教養審答申 3)などが提案されている。
これと関連して、学校教育へ社会の優れた人材
を迎え入れる観点から、特別免許状から普通免
許状への上進、免許状主義による資格規制の緩
和・弾力化なども主張されている。
採用・選考の基準の多様化と同時に、またそ
の透明性を高め、教員志願者、関係者、地域住
民などに教育委員会が求める教員像を明示し、
採用選考試験の全体の情報公開をすすめる必要
が述べられ、さらに良質な試験問題の研究・開
発を進めるため、教育委員会と人事委員会など
の共同作業、あるいは都道府県教育委員会が共
同して効率的に研究開発を進めること、 「教員
養成大学・学部等を中心に大学との連携を図
る」必要も述べられている。条件付き採用制度
の適正な実施も主張される。
研修については、先にふれたように、すでに
教養審87答申と翌年の特例法一部改正によって
その積極的実施が進められてきたが、それをさ
らに体系化しようとする方針が特徴的である。
まず初任者研修については、示範授業・参観
授業を中心とした校内研修（週2日） • 他校種
参観・社会教育施設などでの受講・参観を中心
とした校外研修（週1日）、教職経験者研修 (5
年、 10年、 20年等研修）では、教科指導• 生徒
指導・教育相談などに関する研修を強化し、そ
の他職能に応じた研修としての主任研修、専門
的な知識・技能の獲得を目指した専門研修、長
期派遣研修、あるいは校長・教頭、その候補者
を対象とした管理職研修の強化も提案されてい
る。
とくに初任者・中堅層研修では、 「全教員に
共通に求められる基礎的・基本的な資質能力を
確保するとともに、更に積極的に各人の得意分
野づくりや個性の伸張を図る」ようにする必要
がある。そのために「個々の教員の自発的・主
体的な研修意欲に基づいた研修を奨励し、その
ための支援体制の整備を図ることが必要である。
その際・・・現職教員に対する大学院修士課程
を積極的に活用した適切な現職研修の機会の提
供については、教員の自主的・主体的研修活動
の支援・奨励の中核をなすものとして位置づけ
る必要がある。」と強調している。
大学と教育委員会の連携に関しては、教員養
成カリキュラムの開発で定期的協議を行ったり、
また学校のカリキュラム研究・指導方法に関す
る共同研究・調査を実施し、あるいは学生が日
常的に学校を体験できるような体制を整備し、
逆に現職教員を大学で、常勤・非常勤として活
用し、また大学教員を学校で受け入れ、活動を
保障できるようにするなど、 「大学と教育委員
会等との間で、組織的・継続的・相互的交流を
含めて体制作りを図ることが必要である。」（教
養審答申 3) とされた。
3 答申の評価と問題
(1)おおかたの反応
第1次答申については、おおかたの評価は好
意的であった。たとえば、『朝日』『毎日』『読売』
など一般紙は、 「提案全体を通じて、時代の要
請にできるだけこたえようとする姿勢が見られ
る。」など(7)と、全体の意図を評価するものが多
かった。そして、多くは社会や大学が「それに
答えるだけの力があるのか、それができる環境
にあるのか、不安な要素が多い。」(8)と注文をつ
ける論評であった。日教組も、 「この答申内容
はいじめや不登校問題に悩む教育現場の、当面
する教育課題にこたえた措置である。」(9)とし、
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「一歩前進」と評価している。この第 1次答申
への評価は基本的に第2次答申、第3次答申に
対する評価と重なっている。
ただ、 3答申を通して、大学・ 専門学会関係
者の見解は、全般的にいってかなり批判的であ
った。たとえば、日本私立大学団体連合会の見
解はその代表的なもので、この答申を閉鎖制教
員養成への傾斜を示すものとみて激しく反発し
ている。
「広い教養に加えて多様な専攻分野の専門的
知識・能力を有する教員を養成するのが一般の
大学・学部における特徴、すなわち開放制の利
点であり、教員養成大学との大きな違いである。
開放制教員養成は、画ー的な教員養成から脱却
し多様な知識・能力をもった教員の養成など、
教員の得意分野づくりを実現するものであり、
教員養成の中心的な役割を果たすべきである。」
(lo) 
教員、教員養成イメージの根底にかかわる異
議申し立てである。
第2次、第3次答申については、教育関係者、
ことに大学関係の間では、このような改革は「大
学での教員養成教育を学問研究から切り離す方
向で、採用試験と一元化をめざす」もので、し
かも「学習指導要領に掲げる事項に即して包括
的な内容を教授する必要があり、制度的にもそ
の旨明確化する必要」が求められていると、強
く批判されていた。 (1)高学歴資格主義への新し
い競争と権威主義を生むのではないかという問
題提起もおこなわれている。たとえば教育専門
誌は、 「教員免許の等級が教員の資質能力の判
定基準になるとすれば、それはそれで誠に結構
なことだ。しかし、正直なところ、こうした制
度改革が、期待しているように直ちにいじめや
不登校などの問題に立ち向かう力を教員につけ
ることになるかどうかには半信半疑である。」(12)
第2次答申に対しては、資格や免状主義の緩
和を主張しながら、国立の教員養成大学・大学
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院を中心とした「専修」免許状交付の受け皿作
り、第3次答申に対しては、大学のカリキュラ
ムを採用・研修制度の一環として機能させよう
と主張する、閉鎖的な教員養成システムヘの動
向が、批判論の中心にあった。
第3次答申に対しては、まだ本格的な反応は
出ていない。
(2)いくつかの問題
わたし自身は、 3答申はあまりにも問題の多
い提案だと考えている。第1次答申の検討を行
ったとき、その問題点を指摘したので(1)ここで
は、第2次、第3次答申をふまえ、次の2点に
ついて改めて確認するにとどめたい。
まず「理想の教員像」についてである。
3つの答申を通して、 「個性豊かな人材」、お
よび「多様な資質能力」が理想の教員を語るキ
ーコンセプトになっている。たしかに「個性」
は、学校のおかれた困難な状況、教育上の問題
解決に必要不可欠の教員の資質能力だと、一応
は認定できよう。しかし、ここにすでに問題が
ある。
まず、 3つの答申のどこを探しても、「個性」
の内容に関してヒントになるような文章はない。
あるいは「得意分野」、「実績、社会経験等に基
づく専門的能カ・識見」などと述べられている
ものがそれに該当するのかとも思われるが、文
書によってはそれらが「個性」と併記されてい
るので、異なったものとも思われる。
全体として、各所で記述された理想の教員像
から判断して、 「個性」とは、 「教え方に長け」、
「子どもたちの心の悩みがよく理解でき」、「福
祉体験」 ・「ボランティア体験」など経験豊富
で、 「外国語コミュニケーション」 ・「情報機
器の操作」の能力に長じた、 「人間尊重・人権
尊重の精神はもとより、地球環境、異文化理解、
民族対立・地域紛争と難民、人口と食糧、社会
への男女の共同参画といった人類共通のテーマ
や、少子・高齢化と福祉、家庭の在り方など我
が国社会全体に係わるテーマ」に堪能なこと（教
養審答申 1、2、3)に収倣される「資質能力」
だと考える以外にない。
もちろん、この種の文書が網羅的になるのは
やむを得ない。しかし、なおかつ、これでよい
のかと思うのはおそらく筆者だけではないだろ
う。
『広辞苑』は個性を、 「個人に具わり、他の
人とはちがう、その個人にしかない性格・性
質」だ、とまとめている。つまり、人間の「個
性」ではなく、教員の「個性」を想定し、議論
することじしんに無理があるということである。
このことは言葉の詮索の問題ではなく、現代
の教員養成の原理に係わる問題である。つまり、
理想の教員を、教育技術に長けた、即戦力とし
て活動可能な、有能な職能人として想定してい
くか、あるいは（多少不器用でも）、トータルな、
成熟した、人間としての思索と判断を備えた人
格者として想定していくか、という分岐にかか
わることなのである。 3つの答申すべてに、後
者にかかわるような文章がほとんど存在しなか
ったのは、教養審では、理想の教員像として、
狭い職業的専門人を想定していることの証明だ
といえる。
次に、閉鎖的教員養成システムについてであ
る。
即戦力として「使命感を持ち、現場の問題に
適切に対応できる力量ある教員」（教養審答申
1)が理想の教員だとされた。しかし、このよ
うな教貝像は、教育技術には長けているが、現
象を深く理解しようとする態度を軽視し、堅い
けれども、人間的な魅力に欠け、四角四面、形
式主義の、いわゆる戦前期の「師範タイプ」と
瓜ふたつの教員イメージではないか。
このような教員の養成には、当然のこととし
て、教員養成大学・大学院の系統的養成システ
ムが想定されることになる。たとえば、教職課
程のモデルカリキュラムの開発について、それ
は「各大学に設置される『教員養成カリキュラ
ム委員会』において検討されることとなるが、
カリキュラムの基本的モデルの開発研究を教員
養成大学等関係者を中心にして実施することが
必要である。」（教養審答申 3) と、教員養成大
学の特殊な役割が強調されるなど、枚挙にいと
まがない。
大学院レベルの教員養成についても同前であ
る。すでに現職教員の長期派遣研修のかたちで、
兵庫、上越、鳴門の新教育大学、および国立の
教員養成大学・学部の修士課程に在学する形態
が一般化してきているが (97年度現在で現職教
員入学者数約1000人)(13)、答申では、この体制
のいっそうの拡充を提言している。さらに、教
員養成系大学の教員を国立大学大学院博士課程
で養成したいとも述べている。（教養審答申3)
秩序保守を旨とし、 「順良・信愛・威重」を
美質とした「師範タイプ」は手堅いと評価され
る一方、融通の利かない「堅物」として敬遠さ
れる存在であった。このようなタイプの教員は、
画ー的な閉鎖制教員養成システムのつくりだし
たものとして、制度の出発当初は歓迎されたが、
それ以降は、むしろ「有為の青年」を育てるた
めの大きな制約要因として、常に批判の的とな
った。 (14)しかし、制度はいったん出発すると自
己運動を始める。閉鎖制教員養成システムは、
戦後教育改革に至るまで、とうとう根本的に変
わることはなかった。
4 まとめ
教育技術とはなんぞやという基本的問題はさ
ておき、そもそも教員の資質能力が問題となっ
たのは、学校のさまざまな問題状況の存在とい
うことであった。教養審答申でもしばしば、「い
じめや登校拒否など深刻な問題が生じており、
教科指導の面でも、生徒指導や学級経営の面で
も、教員には新たな資質能力が求められてい
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る。」（教養審答申 1)などの指摘がくり返され、
それゆえに98年6月の改正教免法でも、免許状
取得に必要な大学での履修単位として教科専門
の削減と、教職専門の単位の倍増を実現したの
である。
状況の困難を乗り切るために、個性豊かな、
多様な人間教員の協働が必要であることに異論
があろう訳はない。しかし、 3次の答申を通読
して、強く印象に残るのは、 「小手先の」教授
技術や実践的ノウハウに長けた、職人教師像と、
それを形成する閉鎖制教員養成システムヘの傾
斜ということであった。モデルカリキュラムの
開発研究、それにもとづいたシラバス作成、そ
して採用・ 研修などの体系を見ると、 「個性」、
「多様な教員の協働」といったイメージとはお
よそ対極の教員像、教員養成像が見られるとい
うことである。
ここでは、教職には成熟した人間性、人間と
してのトータルな判断力や知性が大切だという
考え方、それゆえ、師範型の教員養成よりも、
一般大学・学部型の教員養成が重視されるべき
だという考え方が、ことのほか大切だというこ
とを確認しておきたい。
それにしても、 「養成段階を工夫し、採用試
験を改革しても、そしてどんなに研修を充実し
たとしても、実際に教員採用ができないのであ
れば、 「得意分野を持つ個性豊かな教員』をど
うしてつくるのだろう。」(15)という、誰もが考え
ている問題が少しも検討されなかったのは一体
どうしてなのか、という基本的な疑問が残る。
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